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別表１  予算  
【法人単位】

（単位：百万円）
区分 計画額（Ａ） 実績額（Ｂ） 差額（Ｂ－Ａ） 備考
収入

業務収入 1,566,255 1,551,748 △ 14,507
道路業務収入 1,565,321 1,550,908 △ 14,413
鉄道業務収入 934 840 △ 94

政府等出資金受入 140,750 140,750 -
政府等補助金受入 49,935 12,355 △ 37,581
債券及び借入金 2,565,875 2,563,729 △ 2,146
社会資本整備事業収入 891 891 △ 0
業務外収入 1,593 2,868 1,275

計 4,325,299 4,272,341 △ 52,959

支出
債務返済費 3,861,033 3,855,402 △ 5,631
東京湾横断道路償還金 7,652 6,821 △ 831
無利子貸付金 110,668 73,092 △ 37,576
経営努力助成金 1,064 317 △ 748
業務管理費 3,267 2,759 △ 507

高速道路管理費 1,968 1,760 △ 208
鉄道施設管理費 1,298 999 △ 299

一般管理費 1,602 1,379 △ 224
人件費 984 931 △ 53
物件費 618 447 △ 171

業務外支出 50,999 51,006 7
特別国庫納付金 250,000 250,000 -

計 4,286,285 4,240,774 △ 45,511
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【高速道路勘定】
（単位：百万円）

計画額（Ａ） 実績額（Ｂ） 差額（Ｂ－Ａ） 備考
収入

業務収入 1,565,321 1,550,908 △ 14,413 ※１
道路業務収入 1,565,321 1,550,908 △ 14,413

政府等出資金受入 140,750 140,750 -
政府等補助金受入 49,918 12,342 △ 37,576 ※２
債券及び借入金 2,565,875 2,563,729 △ 2,146 ※３
社会資本整備事業収入 891 891 △ 0
業務外収入 1,592 2,867 1,275 ※４

計 4,324,347 4,271,486 △ 52,861

支出
債務返済費 3,861,033 3,855,402 △ 5,631 ※５
東京湾横断道路償還金 7,652 6,821 △ 831
無利子貸付金 110,668 73,092 △ 37,576 ※６
経営努力助成金 1,064 317 △ 748
業務管理費 1,968 1,760 △ 208

高速道路管理費 1,968 1,760 △ 208
一般管理費 1,591 1,371 △ 219

人件費 976 926 △ 50
物件費 614 445 △ 169

業務外支出 50,993 51,000 7
特別国庫納付金 250,000 250,000 -

計 4,284,969 4,239,762 △ 45,207

※１ 東日本大震災の発生に伴う東北地方の高速道路無料化措置による道路資産貸付料収入の減
※２ 災害復旧補助金を翌年度へ繰越したことによる減
※３ 政府保証債及び財投機関債の発行差金分の減
※４ 土地売却収入等があったことによる増
※５ 高速道路会社からの債務引受額が計画を下回ったことによる支払利息の減
※６

区分

災害復旧無利子貸付金を翌年度へ繰越したことによる減
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【鉄道勘定】
（単位：百万円）

計画額（Ａ） 実績額（Ｂ） 差額（Ｂ－Ａ） 備考
収入

業務収入 934 840 △ 94
鉄道業務収入 934 840 △ 94

政府等補助金受入 17 13 △ 4
業務外収入 1 1 0

計 953 855 △ 98

支出
業務管理費 1,298 999 △ 299

鉄道施設管理費 1,298 999 △ 299
一般管理費 12 7 △ 4

人件費 8 5 △ 2
物件費 4 2 △ 2

業務外支出 6 6 △ 0

計 1,316 1,012 △ 304

区分
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別表２  収支計画
【法人単位】

（単位：百万円）
区分 計画（Ａ） 実績（Ｂ） 差額（Ｂ－Ａ） 備考
費用の部 1,853,966 1,831,968 △ 21,998

経常費用 1,414,792 1,412,488 △ 2,304
道路貸付業務費 904,142 914,908 10,766
助成業務費 1,064 317 △ 748
鉄道施設利用業務費 8,879 8,946 67
一般管理費 1,603 1,517 △ 86

人件費 986 937 △ 49
経費 617 580 △ 37

財務費用 467,348 456,026 △ 11,322
道路資産取得関連費用 31,737 30,637 △ 1,100
雑損 18 137 119

臨時損失 439,174 419,479 △ 19,695
収益の部 2,088,428 2,074,848 △ 13,579

経常収益 1,503,826 1,490,298 △ 13,528
受取貸付料 1,486,597 1,472,975 △ 13,622
占用料収入 1,962 2,026 64
連結料収入 2,316 2,149 △ 167
受取施設利用料 872 784 △ 88
その他の売上高 19 1 △ 18
補助金等収益 26 91 65
資産見返負債戻入 2,844 2,949 105
鉄道施設建設見返債務戻入 8,318 8,357 39
財務収益 871 746 △ 125
雑益 0 218 218

臨時利益 584,602 584,551 △ 52
当期純利益 234,462 242,881 8,419
前中期目標期間繰越積立金取崩額 33 33 0
当期総利益 234,496 242,914 8,419
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【高速道路勘定】
（単位：百万円）

計画（Ａ） 実績（Ｂ） 差額（Ｂ－Ａ） 備考
費用の部 1,845,075 1,823,031 △ 22,045

経常費用 1,405,901 1,403,551 △ 2,350
道路貸付業務費 904,142 914,926 10,783 ※1
助成業務費 1,064 317 △ 748
一般管理費 1,591 1,509 △ 82

人件費 978 932 △ 47
経費 613 578 △ 36

財務費用 467,348 456,026 △ 11,322 ※２
道路資産取得関連費用 31,737 30,637 △ 1,100
雑損 18 137 119

臨時損失 439,174 419,479 △ 19,695
収益の部 2,078,570 2,065,535 △ 13,035

経常収益 1,494,590 1,481,135 △ 13,455
受取貸付料 1,486,597 1,472,975 △ 13,622 ※３
占用料収入 1,962 2,026 64
連結料収入 2,316 2,149 △ 167
その他の売上高 - 1 1
補助金等収益 - 71 71
資産見返負債戻入 2,844 2,949 105
財務収益 870 745 △ 125
雑益 0 218 218

臨時利益 583,980 584,400 419 ※４
当期純利益 233,495 242,504 9,009
当期総利益 233,495 242,504 9,009

区分
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【鉄道勘定】
（単位：百万円）

計画（Ａ） 実績（Ｂ） 差額（Ｂ－Ａ） 備考
費用の部 8,890 8,954 64

経常費用 8,890 8,954 64
鉄道施設利用業務費 8,879 8,946 67 ※１
一般管理費 11 7 △ 4

人件費 8 5 △ 2
経費 4 2 △ 2

雑損 - 1 1
収益の部 9,858 9,331 △ 527

経常収益 9,236 9,180 △ 56
受取施設利用料 872 784 △ 88
その他の売上高 19 17 △ 2
補助金等収益 26 20 △ 6
鉄道施設建設見返債務戻入 8,318 8,357 39
財務収益 1 1 0
雑益 - 0 0

臨時利益 622 151 △ 471
当期純利益 968 377 △ 591
前中期目標期間繰越積立金取崩額 33 33 0
当期総利益 1,001 410 △ 591

区分
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別表３  資金計画
【法人単位】

（単位：百万円）
区分 計画（Ａ） 実績（Ｂ） 差額（Ｂ－Ａ） 備考
資金支出 4,431,086 10,574,697 6,143,610

業務活動による支出 868,587 822,727 △ 45,860
管理費支出 57,086 55,620 △ 1,466
その他支出 811,501 767,107 △ 44,394

投資活動による支出 151,000 6,339,690 6,188,690
財務活動による支出 3,410,823 3,410,813 △ 9
次期への繰越金 677 1,466 789

資金収入 4,431,086 10,574,697 6,143,610
業務活動による収入 1,587,847 1,522,220 △ 65,626
投資活動による収入 143,018 6,354,396 6,211,377
財務活動による収入 2,699,595 2,697,454 △ 2,141
前期よりの繰越金 627 627 -
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【高速道路勘定】
（単位：百万円）

計画（Ａ） 実績（Ｂ） 差額（Ｂ－Ａ） 備考
資金支出 4,418,757 10,547,190 6,128,433

業務活動による支出 867,117 821,581 △ 45,536
管理費支出 55,616 54,474 △ 1,142
その他支出 811,501 767,107 △ 44,394

投資活動による支出 140,300 6,313,690 6,173,390
財務活動による支出 3,410,823 3,410,813 △ 9
次期への繰越金 517 1,106 588

資金収入 4,418,757 10,547,190 6,128,433
業務活動による収入 1,587,039 1,521,336 △ 65,703
投資活動による収入 131,618 6,327,896 6,196,277
財務活動による収入 2,699,595 2,697,454 △ 2,141
前期よりの繰越金 505 505 -

区分
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【鉄道勘定】
（単位：百万円）

計画（Ａ） 実績（Ｂ） 差額（Ｂ－Ａ） 備考
資金支出 12,330 27,524 15,194

業務活動による支出 1,470 1,163 △ 307
管理費支出 1,470 1,163 △ 307
その他支出 - - -

投資活動による支出 10,700 26,000 15,300
次期への繰越金 159 361 201

資金収入 12,330 27,524 15,194
業務活動による収入 808 902 94
投資活動による収入 11,400 26,500 15,100
前期よりの繰越金 122 122 -

区分
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契約状況等 
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○契約状況

件数 比率 金額（千円） 比率
平均

落札率
件数 比率 金額（千円） 比率

平均
落札率

(30) （13.7%） (186,092) （33.9%） （49.2%） (41) （17.4%） (240,026) （42.6%） （49.0%）

（0） (-) (-) (-) (-) （0） (-) (-) (-) (-)

57 23.0% 2,920,786 43.0% 49.2% 74 27.3% 3,449,372 45.7% 49.0%

(0) （0.0%） (0) （0.0%） (-) (0) （0.0%） (0) （0.0%） (-)

0 0.0% 0 0.0% - 0 0.0% 0 0.0% -

(11) （5.0%） (108,608) （19.8%） （98.5%） (3) （1.3%） (73,185) （13.0%） （99.8%）

13 5.2% 3,623,063 53.3% 98.5% 5 1.8% 3,845,520 51.0% 99.8%

(166) （75.8%） (19,839) （3.6%） (-) (179) （75.8%） (16,260) （2.9%） (-)

（0） (-) (-) (-) (-) （0） (-) (-) (-) (-)

166 66.9% 19,839 0.3% - 179 66.1% 16,260 0.2% -

(12) （5.5%） (233,875) （42.6%） (-) (13) （5.5%） (233,699) （41.5%） (-)

12 4.8% 233,875 3.4% - 13 4.8% 233,699 3.1% -

(219) （100.0%） (548,415) （100.0%） （57.4%） (236) （100.0%） (563,170) （100.0%） （52.4%）

248 100.0% 6,797,563 100.0% 57.4% 271 100.0% 7,544,851 100.0% 52.4%

※ （　　）内は、債券発行に係る募集委託契約並びに引受及び募集取扱契約を除いた計数である。

※ 金額は単位未満四捨五入のため、計において合わない場合がある。

①競争性のない随意契約（12件）　（平成22年度：12件）

項目 件数

機構事務所賃借関係 5

情報提供業務関係 3

長期継続契約 3

その他 1

合計 12

②競争入札後の随意契約（1件）　（平成22年度：0件）

件数

複合機賃貸借、保守関係 1

官報掲載取次業務であり、業務を提供できる者と随意契約したもの。

Ｈ22年度 Ｈ23年度

一般競争入札

指名競争入札

企画競争等

少額随意契約（注1）

○平成23年度における随意契約の主な理由　（13件　上表中「上記以外の随意契約」に該当する契約）

1回目の入札において入札価格が予定価格を上回り、再度（2回）入札を行ったが落札に至らなかったた
め、規程に基づき随意契約の手続きに移行したもの

上記以外の随意契約

合　　　　計

注１：少額随意契約の範囲は次のとおり。
　　　（工事又は製造：250万円以下、財産の買い入れ：160万円以下、物件の借入：80万円以下、その他（役務の提供、建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ等業務）：100万円以下）

随意契約の主な理由

随意契約の主な理由

事務室の賃借及び清掃等に関する業務であり、代替性がないため随意契約としたもの。

特定の情報を得る業務であり、代替性がないため随意契約としたもの。

後納郵便利用料、電話料、インターネット接続契約。
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各会社のアウトカム指標一覧表 

（平成 23 年度） 
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各会社のアウトカム指標一覧表（平成23年度）

指標分類 東日本 中日本 西日本 首都 阪神 本四

平成22年度実績値 670 1,267 597 2,160 405 5

平成23年度目標値 667 1,264 430 2,350 440 5

平成23年度実績値 604 1,208 526 2,310 419 4

平成22年度実績値 73 71 77 234 126 94

平成23年度目標値 73 71 77 245 130 85

平成23年度実績値 66 67 77 263 112 85

平成22年度実績値 6.5 8.9 9.4 22.6 27.0 6.9

平成23年度目標値 7.2 8.9 9.1 22.0 25.5 6.9

平成23年度実績値 6.7 8.4 9.1 19.2 25.5 6.0

平成22年度実績値 90 95 95 97 91 90

平成23年度目標値 92 95 95 97 91 90

平成23年度実績値 92 95 96 97 92 90

平成22年度実績値 87 87 93 82 88 82

平成23年度目標値 89 87 93 82 88 83

平成23年度実績値 88 88 91 82 87 83

平成22年度実績値 99.6 100 96 100 99.8 100

平成23年度目標値 99.8 - 97 - 100 -

平成23年度実績値 99.8 100 97 100 100 100

平成22年度実績値 3.7 3.6 3.6 3.3 3.6 3.7

平成23年度目標値 3.7 3.6 3.6 3.4 3.6 3.7

平成23年度実績値 3.6 3.6 3.6 3.4 3.6 3.7

※1　数値は、1/1～12/31間の年間値である。

※2　対象橋脚は、「道路、新幹線の橋梁の耐震補強の推進について（H17.3国土交通省）」に基づき、平成７年兵庫県南部地震の被災を踏まえ、昭和５５年より古い基準等で

　　　設計した橋梁のうち、特に優先的に耐震補強を実施する必要のある橋脚である。

総合顧客満足度
［単位：ポイント］
ＣＳ調査等で把握する
お客様の満足度（５段階評価）

本線渋滞損失時間
［単位：万台・時／年］
渋滞が発生することによる
利用者の年間損失時間

路上工事時間
［単位：時間／km・年］
道路１kmあたりの路上作業に伴う
年間の交通規制時間

死傷事故率
［単位：件／億台キロ］
自動車走行車両１億台キロあたりの
死傷事故件数　※1

道路構造物保全率（舗装）
［単位：％］
舗装路面の健全度を表す車線の延長比率

道路構造物保全率（橋梁）
［単位：％］
早期に補修を必要としない健全な橋梁数の割合

橋脚補強完了率
［単位：％］
古い基準を適用した橋梁で、
耐震補強を必要とする橋脚のうち、
補強が完了している橋脚基数の割合　※2

速報値
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助成金交付実績（概要） 
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Ⅰ．助成金の交付

認定した経営努力による費用の縮減額の１／２に相当する額を助成金として交付

路線区間 経営努力内容 助成金交付額

北関東自動車道　笠間西IC～友部IC 土石流対策工事における地元自治体との事業調整 3百万円

 一般国道486号（第三京浜道路）　京浜川崎IC 耐震補強工事において近接する料金所の移設を回避 20百万円

上信越自動車道　佐久小諸JCT～小諸IC

 近畿自動車道尾鷲多気線　大宮大台IC～紀勢大内山IC

東海北陸自動車道　美濃IC～美並IC

北関東自動車道　桜川筑西IC～笠間西IC

 関越自動車道上越線　豊田飯山IC～信濃町IC

 近畿自動車道名古屋神戸線　亀山JCT～甲賀土山IC 地元との協議による環境対策施設の見直し 34百万円

 近畿自動車道尾鷲多気線　大宮大台IC～紀勢大内山IC

北関東自動車道　桜川筑西IC～笠間西IC

 近畿自動車道尾鷲多気線　大宮大台IC～紀勢大内山IC

 関越自動車道上越線　豊田飯山IC～信濃町IC

日本海沿岸東北自動車道　中条IC～荒川胎内IC 浚渫砂の下層路盤材への有効利用 26百万円

日本海沿岸東北自動車道　中条IC～荒川胎内IC 雑草対策に無機質副産物を活用 16百万円

日本海沿岸東北自動車道　中条IC～荒川胎内IC

常磐自動車道　山本IC～亘理IC

 関越自動車道上越線　豊田飯山IC～信濃町IC

常磐自動車道　山本IC～亘理IC
地元及び関係機関との協議による横断構造物（カル
バートボックス）の見直し

4百万円

常磐自動車道　山本IC～亘理IC

北関東自動車道　桜川筑西IC～笠間西IC

常磐自動車道　山本IC～亘理IC 常磐自動車道（山元IC～亘理IC）の早期供用 10百万円

 東北横断自動車道いわき新潟線　船引三春IC～郡山東IC
磐越自動車道（船引三春IC～郡山東IC）の早期４車線
化

5百万円

 近畿自動車道名古屋神戸線　亀山JCT～甲賀土山IC 新名神高速道路（亀山JCT～甲賀土山IC）の早期供用 20百万円

中部横断自動車道　増穂IC～南アルプスIC
中部横断自動車道（増穂IC～南アルプスIC）の早期供
用

4百万円

 一般国道475号（東海環状自動車道）　五斗蒔PA 東海環状自動車道（五斗蒔PA）の早期完成 0.2百万円

 近畿自動車道松原那智勝浦線　和歌山北IC 舗装路盤材に鉄鋼スラグの採用 0.4百万円

 山陽自動車道吹田山口線　高屋JCT 関係機関との協議による残土処理場の見直し 1百万円

区間別計：２７件（※うち新技術９件） 審議別計：１８議題（※うち新技術３議題） 317百万円

トンネル照明設備における新型照明器具の開発

品質管理を工夫した資材の直接調達

トンネル用多孔陶管における新たな設置方法の開発

資機材管理システムを活用した発生材（ガードレール）
の更なる有効利用

ETCガントリーにおける新たな構造形式の採用

92百万円

平成２３年度における助成金交付実績（概要）

25百万円

4百万円

36百万円

2百万円

凡例：新技術によるもの

費用の縮減に係る申請件数
（区間別件数）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 計

- 43 61 46 52 97 299

- 4 50 39 37 58 188

- 4 7 19 36 27 93

交付額（百万円） - 31 93 185 694 317 1,319

3 1 4 2 2 3 15

- 1 30 31 14 6 82

※再審議含まず

申請件数（件）

認定件数（件）

交付件数（件）

助成委員会開催回数（回）

審議案件数（件）※
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Ⅱ 認定した経営努力の内容（例）

　〔トンネル照明設備における新型照明器具の開発〕

◇従来のトンネル照明器具

◇新たなトンネル照明器具

■開発の概要
トンネル照明器具の形状・寸法等の制約を排除し、照明器具の寿命、効率の向上を目指す

性能規定化を図り、新しい照明器具の開発を行った。これにより、照明器具の単価の低減、
照明器具数の削減が可能となり、コスト縮減が図られた。

■品質・安全性の確保
試験施工を行い、トンネル照明器具に求める全ての性能を満足していることを確認している。

1,400
4
25

147

前面鋼製枠部分

ランプ

反射鏡

安定器

1,320

4
20

155

ランプ

反射鏡

安定器

［目標①］ 器具効率の向上 前面鋼製枠を廃止し、全面をガラス面にしたことによる照射面積の拡大

［目標②］ 器具単価の低減 前面鋼製枠を廃止したことによる構成部品数の削減

［目標③］ 器具寿命の向上 前面鋼製枠等の鋼製部品の削減による腐食箇所の削減

［目標④］ 清掃効率の向上 器具前面の凸凹部をなくす

当技術の採用により、従来のトンネル照明器具に比べ、
○照明率の高効率化による照明器具数の削減
○器具単価の低減
○器具寿命及び清掃効率の向上による維持管理費の縮減
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Ⅱ 認定した経営努力の内容（例）

　〔トンネル用多孔陶管における新たな設置方法の開発〕

◇従来のトンネル用多孔陶管の設置方法

◇新たなトンネル用多孔陶管の設置方法

■品質・安全性の確保
トンネル内のケーブル用管路として必要とする機能を有していることを確認している。

① 接続部耐熱試験
② 接続部の脱落試験
③ 導通試験
④ 耐火・耐熱試験
⑤ 火災想定試験

①接続方法の変更：難燃性の樹脂製ソケットを用いて多孔陶管を接続

②施工性の向上 ：従来のボルト締め付け作業から専用器具を使った差込作業へ変更

③材料長の変更 ：トンネル内は、変形や崩壊の可能性が低いことから、材料長を６００ｍｍから ６５０ｍｍに延長

当技術の採用により、従来のトンネル用多孔陶管の設置方法に比べ、
○ ボルト接続用の部品・本体加工の削減による製品費の縮減
○ ボルト式からソケット式への変更等の作業時間の効率化による施工費の縮減
○ 材料長を伸ばすことによる製品費の縮減及び施工費の縮減

トンネル断面図

全長６００ｍｍの陶管をナット付ボルトにより、順にインパクトレンチで接続

■開発の概要
従来のボルト締めによる設置方法から、樹脂製ソケットを用いた接

続方法や、材料長の変更を行い、製品費及び施工費のコスト縮減が
図られる新たな設置方法を開発した。
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資料４ 

 

 

 

債務の返済と財務諸表の関係 
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資料５ 

 

 

 

高速道路機構の各組織の職員数と主な業務 
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平成24年3月31日現在

職員　合計８４名 ≪ 主な業務量の例 【平成23年度】 ≫

総務部

２８名  企画審議役 道路管理、海外有料道路制度に関する調査

人事、組織、総務

総合調整、業務実施計画、中期計画、年度計画

広報、情報公開、文書管理、法務

道路資産異動管理・台帳更新、道路区域決定、土地交換等
財産整理・登記

・保有貸付延長　10,006km（対前年度14km減）
・不動産登記件数　144,072件（総数約68万筆）

占用許可、連結許可、兼用工作物協定等
・占用許可　総件数　　　　　　　15,680件
         　 　　年間処理件数　　　 3,446件
             　占用料徴収件数     7,314件

特殊車両の通行許可、標識決定、区画線決定 ・特車許可・協議件数　　8,299件

通行の禁止、車限令違反措置命令（道路監理役[24時間体制]）
・通行の禁止件数　1,860件
・車限令違反措置命令件数　5,914件

経理部

２２名 予算、支出・収入決定、契約
・予算額　 4兆2,863億円
・契約金額  75億円（うち競争性のある契約73億円）

決算、財務諸表等、財務データ管理
・資産額　40兆6,880億円
・負債額　32兆1,426億円（対前年度▲8,477億円）
・保有道路資産の確認　　　2,851億円（11箇所）

資金調達、債務引受

資金計画、出資金等受入・無利子貸付

出納

企画部

２２名  企画審議役 協定・償還計画の管理、交通量見直し、料金施策等に関する調査・分析

会社との協定締結（変更）
・協定変更　12件
・利便増進計画の策定　10件
・利便増進計画の意見募集　2回（3,640人の意見とりまとめ）

会社が行う修繕工事等の計画・実績の確認 ・修繕工事等の計画・実績の確認　1,205億円（47件）

会社が行う維持管理の計画・実績の確認 ・管理の実地確認　6回

無利子貸付計画の策定 ・無利子貸付　出資金分 608億円（19件）

災害復旧補助計画の策定 ・災害復旧補助計画　補助金分 504億円（3件）

有料道路制度に関する調査 ・英国道路庁への長期出張による職員派遣（H22.8～H23.8、H23.11～）

債務返済計画の作成及び計画実績対比 ・収支予算の明細の作成　10件、計画実績対比　毎年

交通量・料金収入・貸付料の照査
・交通量等の状況把握・分析　毎月（会社毎）
・路線毎の収支状況の把握・分析　毎年

交通量推計手法等に関する調査 ・交通量推計手法等の調査　1件

高速道路の新設等に要する費用の縮減に係る助成
・助成委員会の審議件数　36議題
　　経営努力要件適合性認定件数　58件

　助成金交付件数       　27件（約3.2億円）

引受債務額の妥当性の確認及び帰属資産の現地確認
・債務引受契約件数　     203件（4,661億円）
　　道路資産帰属件数　  153件

　資産の現地確認回数　16回

関西業務部

１２名  企画審議役 阪神・本四高速道路に係る会社が行う建設・管理

調査役　 阪神・本四高速道路に係る出資地方公共団体・地元金融機関との調整

管理課
阪神・本四・西日本高速道路に係る総務・経理部関係業務
東京本部被災時における業務遂行

【総務部関係】
・阪神高速道路に係る公害調停　1件
※不動産登記、占用許可、特殊車両の業務については
　総務部管理課の業務量に含まれる。
【経理部関係】
・阪神・本四高速に係る地方公共団体の出資金受入
※経理部資金課の業務量に含まれる。

阪神・本四高速道路に係る企画部関係業務
・協定変更、利便増進計画の策定、債務引受契約等の

業務については、企画部の業務に含まれる。

本四鉄道施設の管理
・鉄道施設の利用料の額に関する協定等　3件
・利用料収入　9億円

企画課

計画調整課

調整課

≪ 主な業務 ≫

総務課

・業務実施計画変更　10件
・平成24年度計画策定
・ホームページ更新回数　延べ239回
・ファクトブック、パンフレット　3,400部発行
・談合事業者への損害賠償請求訴訟係属　11件（5割は解決済み）
・損害賠償請求の回収額　3千万円（損害元本の約9割まで回収）

管理課

経理課

資金課

・資金調達
    2兆5,637億円 （45件）
　  平均コスト1.04％
・債務引受　  4,807億円
・出資金受入額　 1,408億円（国：837億円、地方：570億円）
　　出資地方公共団体数　17団体
・補助金受入額　　 123億円（国：121億円、地方：3億円）

高速道路機構の組織と業務

役員（理事長、理事（３名）、監事（２名））
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資料６ 

 

 

 

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構

の役職員の報酬・給与等について 
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様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成２３年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容

理事長

理事長代理

理事

監事

２　役員の報酬等の支給状況

平成２３年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

21,566 13,608 5,384
2,450

124
（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

17,752 11,160 4,416
2,009
　167

（地域手当）
（通勤手当） *

千円 千円 千円 千円

16,151 10,104 4,068
1,818
　161

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

16,232 10,104 4,068
1,818
　242

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

14,740 9,144 3,618
1,646
　332

（地域手当）
（通勤手当）

◇

千円 千円 千円 千円

14,543 9,144 3,618
1,646
　135

（地域手当）
（通勤手当）

◇

注１：「地域手当」とは、民間の賃金水準等が高い地域に在勤する役員に支給されているものです。

前職

B監事

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付しています。

　　 退職公務員「*」、役員出向者（国からの出向役員）「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

理事長

理事長
代理

A理事

A監事

B理事

　 　独立行政法人等の退職者「*※」、該当がない場合は空欄。

改定なし

特別手当の額は、国土交通省の独立行政法人評価委員会が行う業務の実績に関する評価の

結果を勘案のうえ、その者の職務実績に応じ、１００分の１０の範囲内で理事長がこれを増額し、

又は減額することができることとしております。
なお、国家公務員に準じ、平成２１年夏季特別手当から、勤務成績を反映させております。
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３　役員の退職手当の支給状況（平成２３年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

理事長

理事長
代理

法人での在職期間

理事

監事

摘　　要
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成２３年度における給与制度の主な改正点

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

47 39.7 7,098 5,322 186 1,776
人 歳 千円 千円 千円 千円

47 39.7 7,098 5,322 186 1,776

注3：在外職員、任期付職員、再任用職員及び非常勤職員についても、該当者がいないため省略しました。

注1：平成24年4月1日に在職している者のうち、平成23年度一年間を通じて勤務した常勤職員に関する数値です。
注2：常勤職員中、研究職種、医療職種及び教育職種については、該当者がいないため省略しました。

　特別手当の算出にあたり、勤務成績を反映して月数を決定することとしております。具体
的な月数の決定にあたっては、人事院勧告で示された月数を参考にしております。

うち賞与平均年齢
平成２３年度の年間給与額（平均）

総額
区分

常勤職員

うち所定内人員

事務・技術

　① 人件費管理の基本方針

給与種目

本給

制度の内容

特別手当

 職員の昇給は、当該期間におけるその者の勤務実績に応じて行うこととしております。

当機構の中期計画において、人件費については、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革

の推進に関する法律」（平成18年法律第47号、以下「行革推進法」という。）に基づく、平成18年度から5年

間で5％以上を基本とする削減等の人件費に係る取組を引き続き着実に実施し、さらに、「経済財政運営

と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年7月7日閣議決定、以下「基本方針2006」という。）に基づき、

平成23年度まで人件費改革の取組を継続するとともに、中期目標期間を通じて国家公務員に準じた人件

費縮減の取組を行うこととしております。

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号、以下｢通則法」という。）第６３条第３項の規定に則し、職
員の給与の支給の基準は、当機構の業務の実績を考慮し、かつ、社会一般の情勢に適合したものとなる
ように定めることとしております。

また、給与改定にあたっては、｢公務員の給与改定に関する取扱い」（平成22年11月1日閣議決定）を踏
まえ、国家公務員の給与水準を十分考慮して適正な給与水準となるように改定を行っております。

通則法第６３条第１項の規定に則し、職員の給与は、その職員の勤務成績を考慮するものとしております。

国家公務員の給与改定に準じ、役職手当について、定率制から職責に応じた定額制へ改正いたしまし
た。〈4月1日付〉

部長相当職 ・・・ 本給月額 × 20％ → 102，000円
課長相当職 ・・・ 本給月額 × 20％ → 081，000円
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②

24～27歳、48～51歳及び56～59歳の該当者は、4人以下のため、当該個人に関する情報が特定される恐れがある

ことから第1・第3分位の額 については表示しておりません。

24～27歳、48～51歳及び56～59歳の該当者は、2人以下のため、当該個人に関する情報が特定される恐れがある

ことから平均給与額については表示しておりません。

①の年間給与額から通勤手当を除いた状況となっています。以下、⑤まで同じです。

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

代表的職位

 　　　本社課長 3 48.5 － 9,385 －

 　　　本社課長代理 13 46.0 7,859 8,359 9,035

 　　　本社係長 12 36.8 5,421 5,882 6,412

 　　　本社係員 15 30.8 3,958 4,469 5,093

本社課長職位の該当者は、4人以下のため、当該個人に関する情報が特定される恐れがあることから

第1・第3分位の額 については表示しておりません。

③

区分 計 １等級 ２等級 ３等級 ４等級 ５等級 ６等級 ７等級

標準的
な職位

人 人 人 人 人 人 人 人

47 5 6 6 10 13 3 4
（割合） （10.6%） （12.8%） （12.8%） （21.3%） （27.7%） （6.4%） （8.5%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

29～26 32～29 35～32 41～34 57～40 52～44 56～52

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,473～2,821 3,564～3,111 4,023～3,562 5,106～3,970 7,281～5,060 7,223～6,790 10,056～8,034

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,434～3,757 4,746～4,125 5,377～4,804 6,888～5,421 9,668～6,770 9,578～9,106 13,857～11,062

 職級別在職状況等（平成２４年４月１日現在）（事務・技術職員）

年間給与
額(最高～

最低)

平均年齢

係員 係長 課長代理係員

平均人員
分布状況を示すグルー

プ

部長

人員

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与の分布状況（事務・技術職員）

注１：

注2：

注3：

注１：

係員 課長

年齢（最高
～最低）

0

2

4

6

8

10

12

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職員） 人
千円
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④

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

54.6 57.1 55.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 45.4 42.9 44.1

％ ％ ％

         最高～最低 48.0～44.2 44.6～40.9 44.6～42.7

％ ％ ％

64.8 67.4 66.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 35.2 32.6 33.8

％ ％ ％

         最高～最低 40.5～31.5 37.8～30.0 36.3～31.3

⑤

118.5

112.6

　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、

すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００

職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員)

一律支給分（期末相当）

対国家公務員（行政職（一）

注：

対他法人（事務・技術職員）

一般
職員

区分

賞与（平成２３年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

管理
職員

一律支給分（期末相当）

　　として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出
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給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　 １０６．０

参考 学歴勘案　　　　　　 １１５．５

地域・学歴勘案　　　１０３．９

（１）勤務地による差異

　　機構：100％　⇔　国（行一）：33.9％

　②地域手当18％以上の支給地（東京都特別区）に勤務する者の占める割合

　　機構：87.2％　⇔　国（行一）：28.9％

（２）職員の学歴構成による差異（大卒以上の占める割合）

　　機構：78.7％　⇔　国（行一）：52.6％

（３）管理職（課長以上）の割合による差異

※国（行一）の割合については、「平成23年国家公務員給与等実態調査」による。

【主務大臣の検証結果】

【累積欠損額について】

　　給与、報酬等支給総額（平成23年度決算）　　　　　　　　　8億円（0.02％）

内容

対国家公務員　　１１８．５

項目

　　機構：14.9％　⇔　国（行一）俸給の特別調整額Ⅰ種及びⅡ種受給者：3.6％

（４）当機構には現場組織はなく、企業で言えば本社の企画・財務部門やホールディ
　　ングカンパニーのように専門性の高い統括業務に特化した組織であること

　　支出予算総額（平成23年度決算）　　　　　　　　　　　42,411億円（100％）

　高速道路機構は、勤務地が東京と大阪のみであることに加え、企業で言えば本社の企
画・財務部門などの専門性の高い統括的業務に特化した組織であり、しかも時限的な組
織であるため、プロパー職員を採用せず、高度な専門性・ノウハウを有する者の出向のみ
で業務運営を行っていることが、給与水準を高める要因となっているものと考えられます。

　　国の財政支出額（政府出資金、補助金）　　　　　　　　　807億円（　　2％）

【支出総額に占める国の財政支出額及び給与等支給総額の割合】

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

講ずる措置

指数の状況

　
　俸給・諸手当など給与体系は国家公務員と同等となっており、引き続き国に準じて適正
な給与水準の維持が図られるよう取り組んでまいります。
　当機構は、平成17年10月の設立以来、民間で言えば本社の企画・財務部門に相当す
る組織として、即戦力となる優秀な人材の出向を得て、組織として業務ノウハウの蓄積を
図ってきたところですが、今後とも、これまでに蓄積したノウハウを活かしながら、国民に理
解の得られる給与水準とするため、人事院勧告を考慮するとともに、出向者を通じて若返
りを図るなど、適材適所の人員配置や効率的な組織運営を進めてまいります。

　【平成24年度に見込まれる対国家公務員指数】
　　　　対国家公務員指数　116.0
　　　　年齢・地域・学歴勘案　103.9未満

【検証結果】
　勤務地が東京、大阪に限定され役職員全員が15%以上の地域手当の支給対象であるこ
と、職員は専門性の高い業務に従事し大卒割合が高いこと等から給与水準が国に比べ
て高いものとなっております。
　機構としては、国民に理解の得られる給与水準とするため、平成23年度においても、引
き続き、人事院勧告を考慮するとともに、適材適所への人材配置や効率的な組織運営に
努めました。
　さらに、国からの要請に応じて、国家公務員の給与の臨時特例に準じた給与の減額措
置を平成24年度から講ずることとしております。

　　累積欠損額　無し（平成22年度決算）

国家公務員と概ね同等の水準となっているが、国家公務員の水準を上回ることがないよ
う、引き続き適正な給与水準を確保するための必要な措置を講ずる。

　給与水準の適切性の
　検証

　①地域手当15％以上の支給地（東京都特別区、大阪市）に勤務する者の占める割合
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Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成23年度）

前年度
（平成22年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

人件費削減の取組状況

　a「給与、報酬等支給総額」対前年度比　2.7％

　　・役職員の空席期間解消等に伴う増

　　・国家公務員の給与改定に準じた給与の見直し

　　・適材適所への人員配置・効率的な組織運営

  b「最広義人件費」対前年度比　3.5％

　　・役職員の空席期間解消等に伴う増

　　・社会保険料率の引上げに係る事業主負担の増

　　・国家公務員の給与改定に準じた給与の見直し

　　・適材適所への人員配置・効率的な組織運営

「行革推進法」、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）による人件費削減の取組の

状況

　①　中期目標

　②　中期計画

　　・人件費に関する指標

　　・給与体系の見直し

　　　　国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与体系の見直しを図ることとしております。

　③　人件費削減の取組進捗状況

　　　　平成23年度給与、報酬等支給総額については、基準年度（平成17年度）から▲14.5％となっており、

　　　人件費5％以上削減の目標を達成しております。

　　　　今後とも、国家公務員に準じた人件費縮減の取組みを行っていくこととしております。

16,611

31,869

125,354

1,390

21,194

（　　8.0　）

952,264 920,395 31,869 （　　3.5　）

116,069 9,285

（　　2.7　）

0

1,390

（　　3.5　）

18,001

中期目標期間開始時（平成
22年度）からの増△減

（　　2.7　）21,194

（　　8.0　）

（　　8.4　）（　　8.4　）

9,285

―0

808,909
給与、報酬等支給総額

（　　―　　）
退職手当支給額

最広義人件費

区　　分

　　人件費については、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成
18年法律第47号）に基づく平成18年度から5年間で5％以上を基本とする削減等の人件費に係る取組を
引き続き着実に実施し、さらに「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年7月7日閣
議決定）に基づき、平成23年度まで人件費改革の取組を継続するとともに、中期目標期間を通じて国家
公務員に準じた人件費削縮減の取組を行うこととしております。

　　人件費については、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成
18年法律第47号）に基づく平成18年度から5年間で5％以上を基本とする削減等の人件費に係る取組を
引き続き着実に実施し、さらに「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年7月7日閣
議決定）に基づき、平成23年度まで人件費改革の取組を継続するとともに、中期目標期間を通じて国家
公務員に準じた人件費削縮減の取組を行うこととしております。

比較増△減

787,715

非常勤役職員等給与

福利厚生費

（　　―　　）0
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基準年度
（平成17
年度）

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

平成21
年度

平成22
年度

平成23
年度

946,338 923,772 884,740 846,209 795,837 787,715 808,909

▲2.4％ ▲6.5％ ▲10.6％ ▲15.9％ ▲16.8％ ▲14.5％

▲2.4％ ▲7.2% ▲11.3％ ▲14.2％ ▲13.6％ ▲11.1％

注1：基準年度である平成17年度における給与、報酬等支給総額については、下半期の支払実績

　 　468,132千円を標準的な年間支給額に換算しております。

注2：「人件費削減率（補正値）」とは、「行政改革の重要方針」による人事院勧告を踏まえた官民の

　　給与較差に基づく給与改定分を除いた削減率です。
　

【主務大臣の検証結果】

Ⅳ 法人が必要と認める事項

　国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成24年法律第2号)に基づく国家公務員の給与の

見直しに関連して、以下の措置を実施した。

【役員】

　・平成24年4月から国家公務員に準じた率（俸給月額の削減率9.77％）で、本来の支給額からの減額を

　　実施した（平成26年3月まで）。

　・国家公務員の給与見直しに準拠して、平成24年4月に本給月額を平均0.5％引き下げた（平成23年4月分

　　から平成24年3月分については平成24年6月の期末手当で調整）。

【職員】

　・平成24年7月から職務の級や手当の内容に応じて、国家公務員に準じた率（俸給月額の削減率4.77％～

　　9.77％）で、本来の支給額からの減額を実施する（平成26年3月まで）。なお、本年4月から6月分及び6月の

　　特別手当分については、本年12月の特別手当で調整。

　・国家公務員の給与見直しに準拠して、平成24年4月に本給月額を平均0.23％引き下げた（平成23年4月分

　　から平成24年3月分については平成24年6月の期末手当で調整）。

人件費削減率（補正値）
（％）

年　　　度

人件費削減率
（％）

総人件費改革の取組状況

給与、報酬等支給総額
（千円）

『「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年法律第47
号）において、平成１８年度以降の５年間で人件費を５％以上削減すること及び「経営財政運営
と構造改革に関する基本方針 2006」（平成18年7月7日閣議決定）において、人件費改革を２０
１１年度まで継続するとされているところ、当該法人においては既に達成済みであり、適正に取り
組んでいる。』
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